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上川地域から挑戦する広域行政 DX 推進事業 

地域連携ビジョン 

（令和 7 年度～令和 11 年度） 

令和８年３月２７日策定 

東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

１連携地域の名称及び連携市町村 

（１）連携地域の名称 

上川管内電算事務共同処理協議会連携地域 

（２）連携市町村 

東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

（３）連携市町村の位置関係 

 

２連携ビジョンの目的 

本ビジョンは、北海道が定める広域連携強化事業推進要綱（令和７年（２０２５年）１１月４日付け

市町村第３７０２号）第３により策定した地域連携協定「上川管内電算事務共同処理協議会連携地

域の広域行政 DX 推進に関する協定書（令和８年３月２７日締結）」に基づき、連携市町村が推進して

いく具体的な取組の内容を明らかにするものである。 
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３ビジョンの取組期間 

令和 7年度から令和 11 年度までの 5年間とし、毎年度所要の見直しを行う。 

４連携地域の将来像 

課題 

当連携地域を構成する９町は、いずれも人口規模が小さく、IT・DX を専任する職員がおらず、他業務との兼

務体制が常態化している。国が主導するデジタル行財政改革（標準化・ガバメントクラウド・ゼロトラスト移行

等）への対応、ネットワーク高度化、生成 AI 活用、情報セキュリティ強化など、技術的・政策的難易度が高

い課題が重なる一方、単独町での対応には「主要課題（現状と制約）」に示すとおり限界がある。 

人口（各年・推計） 

市区町村名 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 
2015 年比

（2040年） 

東神楽町 10,233 10,127 9,996 9,750 9,453 9,124 89% 

当麻町 6,689 6,319 5,805 5,303 4,822 4,370 65% 

比布町 3,777 3,520 3,248 2,966 2,690 2,428 64% 

愛別町 2,976 2,605 2,253 1,947 1,667 1,419 48% 

上川町 4,044 3,500 3,030 2,600 2,217 1,880 46% 

東川町 8,111 8,314 8,213 8,059 7,849 7,607 94% 

美瑛町 10,292 9,668 8,893 8,160 7,476 6,851 67% 

鷹栖町 7,018 6,567 6,106 5,649 5,232 4,826 69% 

美深町 4,659 4,145 3,708 3,326 2,976 2,658 57% 

加盟町全体 57,799 54,765 51,252 47,760 44,382 41,163 71% 

出典：地域経済分析システム RESAS ウェブサイト（https://resas.go.jp/population-composition） 

当連携地域構成 9 町の人口推移 

 

「地域経済分析システム RESAS」（経済産業省）(https://resas.go.jp/industry-all)を加工して作成 
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主要課題（現状と制約） 

課題 概要 

兼務情シス問題 IT 担当が少人数で他業務を兼務。人事異動時のノウハウ断絶が深刻なため、専門

的知見を持つベンダーへの依存度が高まりやすく、調達の自律性確保が課題となって

いる。 

IT 政策人材不足 高度な DX 政策立案・仕様書作成・調達精査を担える人材が不足。 

DX 成熟度のばらつき このままでは先進事例を持つ町と取組開始段階の町の間に大きな差が広がる懸念が

ある。 

情報セキュリティ対応困難 少人数・兼務体制のなか情報セキュリティポリシーPDCA を回すには負荷が重い。 

ネットワーク高度化の壁 ゼロトラストに向けては移行コスト・技術的難易度が高く、単独対応は困難。 

財政制約 単独調達では規模の経済が働かず、割高なコスト構造が恒常化している。また、情

報関連経費の増大傾向が続く中、各町単独では投資の必要性を客観的なデータで

示す手段に乏しく、庁内合意形成に要するコストも大きい。 

連携地域形成の経緯 

当連携地域の推進母体である上川管内電算事務共同処理協議会は、昭和 37 年（1962 年）に「当麻町

外９ケ町村税務事務共同処理協議会」として発足し、翌昭和 38 年に税務センターを開設して共同電算処

理を開始した。以来 60 年以上にわたり、税務、住民記録、人事給与、財務会計等の基幹系業務を広域で

共同処理してきた実績は、本連携地域における協働の原点である。現在、正会員 7町に加え令和 7年に新

設した準会員制度により鷹栖町及び美深町が参画し、9 町体制で運営している。 

国が主導する自治体情報システムの標準化及びガバメントクラウド移行により、基幹系共同処理という従来の

中核機能が転換期を迎える一方、情報セキュリティ強化、ネットワーク高度化、生成 AI 活用等の新たな政策

課題が急速に拡大している。このような政策課題の変化を的確にとらえ、当協議会は、情報系・DX 政策全般

にわたる広域連携プラットフォームへ発展的に転換を図るものである。 

目指す姿 

「小規模自治体において持続可能で先進的な行政運営を実現する『北海道モデル』の創造」 

当連携地域が協議会を核として広域連携を深め、IT 政策の質の向上・コスト最適化・セキュリティ強化・デジタ

ル人材の補完を実現する。単独では難しい高度な取組を共同で推進し、全国の小規模自治体が参照できる

先進モデルを北海道から発信する。 

５地域連携協定に基づき推進する取組 

（１） 取組分野 

上川管内電算事務共同処理協議会連携地域の広域行政 DX 推進に関する協定書（令和８年３月２７

日策定）（抄） 

（連携の具体的取組） 

第６条 連携市町村は、前条の政策分野に基づき、次に掲げる取組を推進する。 

（１）情報セキュリティ体制の共同強化 
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（２）業務システムの共通化と共同調達 

（３）ナレッジ共有基盤の整備と横展開 

（４）人材育成・DX スキルの向上 

（５）生成 AI・先進デジタル技術の活用 

（取組１）情報セキュリティ体制の共同強化 

取組分野 情報セキュリティ体制の共同強化 

事業主体 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

方針 共同策定や横並び比較で情報セキュリティポリシーの品質を底上げし、各町担当者が一人

で抱え込まない相談及び共有の場とする。 

主な取組  情報セキュリティポリシーの共同策定・更新 

 リスク分析結果の横比較と共通課題の抽出 

 合同セキュリティ研修の年 1 回以上の実施 

期待される効果  単独対応では困難な水準のポリシー策定を連携市町村で実現 

 担当者の孤立解消と対応品質の均質化 

 国が求める PDCA サイクルの定着 

成果指標（KPI） 合同セキュリティ研修の実施回数：年 1 回以上（毎年度） 

実施スケジュール 令和８年度：合同研修の初回実施 

令和９年度以降：PDCA の年次サイクル運用・相互支援体制の確立 

（取組２）業務システムの共通化と共同調達 

取組分野 業務システムの共通化と共同調達 

事業主体 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

方針 効果が見えやすい分野から共同調達を開始する。導入障壁を抑えるため業務プロセスや

各町例規への影響が少ない分野を先行し、初期段階で得られた成果や知見を踏まえ、共

同調達の対象分野及び品目を段階的に拡大するとともに BPO を見据えた BPR の検討を

行う。 

主な取組  電子請求システムの広域研究及び共同調達（令和８年度研究、令和９年度調達を目標

とする） 

 PC やモニタ等ハードウェアの調達タイミング統一による一括交渉 

 文書管理（電子決裁）システムの共同調達促進 

 利用頻度の低い物品の共同利用や共用機器整備 

期待される効果  規模の経済による調達コストの削減 

 ベンダー評価の負荷を各町で分担 

 システム更新サイクルの平準化と予算計画の安定化 

成果指標（KPI）  共同調達実施品目数：令和９年度末までに 1 品目以上 

実施スケジュール 令和８年度前期：各町調達時期及び品目の実態調査と共同調達候補の優先順位付

け 

令和８年度後期：電子請求研究 
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令和９年度：電子請求共同調達・共用機器整備 

令和 10 年度～令和 11 年度：対象品目及び分野の段階的拡大 

（取組３）ナレッジ共有基盤の整備と横展開 

取組分野 ナレッジ共有基盤の整備と横展開 

事業主体 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

方針 チャット等を活用したリアルタイムな情報共有基盤とオンラインストレージ等の蓄積型共有基

盤を整備し、先進事例などを文書化して連携市町村に横展開する。 

主な取組  ナレッジ共有ポータル（共通ファイルサーバ）の構築と運用 

 先進事例（庁舎移転・文書管理、先行町 AI 活用等）の資料化と共有 

 FAQ、移行手順書及び注意点集の整備 

 チャットによる情報担当者間のリアルタイム情報交換 

期待される効果  先行町のノウハウを後続町が再利用でき、試行錯誤コストを削減 

 人事異動時のノウハウ断絶リスクを軽減 

 「後から問題に遭遇する人が参照できる」ナレッジベースの確立 

成果指標（KPI）  ナレッジ共有ポータルの構築と運用開始：令和８年度中 

 先進事例の文書化数及び共有件数：令和９年度末までに累計 6 件以上 

実施スケジュール 令和８年度前期：ナレッジ共有ポータル構築とチャット活用の運用開始 

令和８年度後期：先進事例（東神楽町庁舎移転等）の第 1 弾資料化と共有 

令和９年度：事例蓄積の継続・FAQ 整備・連携市町村参加体制の確立 

令和 10 年度～令和 11 年度：ナレッジベースの自律的更新及び拡充 

（取組４）人材育成・DX スキルの向上 

取組分野 人材育成・DX スキルの向上 

事業主体 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

方針 広域での合同勉強会・研修を定期的に実施するとともに、DX コーディネーター（民間専門

人材）が各町を巡回し、実践的な伴走支援を行う。 

主な取組  情報担当者会議での定期的な勉強会 

 事例共有会の開催、外部専門家（公的アドバイザー・民間企業等）を招いた広域研修の

実施 

 DX コーディネーターによる巡回 SE 支援 

 理事者及び管理職向けの DX 理解促進のための情報発信 

期待される効果  各町担当者の IT 政策立案能力向上 

 調達精査能力の底上げ 

 理事者及び管理職の DX リテラシー向上による意思決定の正確性の向上と迅速化 

 研修コストの各町分担による費用対効果の向上 

成果指標（KPI）  広域合同研修及び勉強会の実施回数：年 2 回以上（毎年度） 

 DX コーディネーターの各町巡回実施：連携市町村に年 6 回以上（毎年度） 

 理事者及び管理職向け情報発信：令和９年度末までに 6 件以上 

 「北海道モデル」としての発信の着手 
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実施スケジュール 令和８年度前期：初回広域研修・勉強会の実施・巡回 SE 体制の立ち上げ 

令和８年度後期：理事者及び管理職向け情報発信の開始（第 1 回） 

令和９年度：年 2 回以上の研修定例化・各町巡回の年 6 回以上の定着 

令和 10 年度～令和 11 年度：各町自律的学習への移行支援 

（取組５）生成 AI・先進デジタル技術の活用 

取組分野 生成 AI・先進デジタル技術の活用 

事業主体 東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

方針 生成 AI やノーコードツール等の先行導入町の知見を共有しながら、実態に即した共通の生

成 AI 利用ガイドラインを策定し、職員が安心して活用できる環境を整備する。 

主な取組  生成 AI 利用ガイドライン（草案）の共同策定 

 先行導入事例の運用実態及び効果の文書化と共有 

 試行範囲、データ取扱及び接続要件の整理と各町への展開支援 

 ノーコードツール及び RPA 等、業務効率化ツールの活用推進 

期待される効果  ガイドライン整備により連携市町村が安心して AI 活用に踏み出せる環境を整備 

 先行町の試行錯誤を後続町が回避でき、導入コスト及び期間を短縮 

 定型業務の効率化による職員の政策業務への集中 

成果指標（KPI）  生成 AI 利用ガイドラインの策定：令和８年度中（連携市町村共通版） 

 生成 AI 導入町数：連携市町村（先行導入事例の文書化・共有完了：令和８年度

中） 

実施スケジュール 令和８年度前期：先行導入事例の文書化・共有・ガイドライン草案の策定着手 

令和８年度後期：ガイドライン策定完了・連携市町村への展開支援開始 

令和 10 年度～令和 11 年度：連携市町村での活用定着・業務効率化効果の測定 

（２）事業主体 

東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、鷹栖町、美深町 

（３）推進体制 

上川管内電算事務共同処理協議会が推進母体として全体調整・事務局業務を担う。民間企業の DX

専門人材（DX コーディネーター）が協議会事務局運営の支援として、各加盟町への巡回支援・伴走型

コーディネートを行う。 

 


